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継続する国内テロとの戦い

お だ ひさ や まき の もも え

小田尚也・牧野百恵

概 況

バローチスタン州と連邦政府直轄部族地域（FATA）では，部族武装勢力また

は外国人武装勢力と政府軍との応酬が２００６年も続いた。とりわけ前者では，有力

者ナワーブ・アクバル・ブグティが政府軍によって殺害されたことで，武装勢力

のみならず一般市民の間に中央政府と軍に対する不満が高まった。一方，FATA

では，越境テロの停止や外国人武装勢力の排除などと引き換えに，ターリバーン

＝アル・カーイダ掃討戦を中止するという和平協定が部族勢力との間で結ばれた。

国政では，女性保護法を可能にするイスラーム刑法「フドゥード法」（Hudood

Ordinance）の改正をめぐって，各政党の攻防が激しくみられた。その内容は人

権団体など，国際社会からの注目を集めた。野党統一行動評議会（MMA，６宗

教政党の連合体）は改正がイスラームの教えに反すると強行に反対したが，同じ

く野党のパキスタン人民党（PPP）が賛成したこともあり，女性保護法は成立した。

２００５／０６年度のパキスタン経済は，農業部門や大規模製造業部門は前年度に比

べて伸び悩んだが，サービス業部門が牽引するかたちで，実質国内総生産

（GDP）成長率６．６％と，引き続き好況であった。ただしインフレ率，なかでも８

月以降の食料価格の上昇や悪化する経常収支赤字など，マクロ経済の安定にとっ

て懸念材料は多い。また，パキスタン製鉄（PSM）の民営化に対し最高裁から歯

止めがかかったことも，世論が民営化そのものの妥当性を疑問視するきっかけと

なった。

７月のインド・ムンバイでの列車テロ事件後，印パ関係は一時的に悪化したが，

以前のようなテロをきっかけとした泥沼化に陥ることなく，両国首脳の対話も続

けられた。アメリカとは依然として「テロとの戦い」の同盟国であり続けているが，

印米関係がそれ以上に親密化しており，パキスタンの不満は大きい。
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国 内 政 治

継続する国内テロ

悪化する国内治安情勢は，パキスタンの深刻な問題である。２００６年も多くのテ

ロ事件が発生し，多数の命が奪われた。国内テロの多くは，バローチスタン問題，

パキスタンとアフガニスタン国境のFATAでのターリバーン＝アル・カーイダ

掃討戦，そして宗教対立の３つに集約することができる。

２００５年以降，悪化しているバローチスタン情勢であるが，バローチスタン分離

派武装勢力による同州での天然ガスパイプライン攻撃等の破壊行動や治安部隊と

の交戦は２００６年も継続した。２月にはハブ市においてセメント工場に働く中国人

技師３人がバローチスタン解放軍（BLA）によって殺害される事件も発生してい

る。BLAは，「中国人はバローチ人が反対するバローチスタン州でのプロジェク

トをすべて停止すべきである」（Daily Times，２００６年２月１６日）との犯行声明を出

した。同州で中国人を狙った殺人事件は，２００４年５月，グワダール港建設に携わ

る技師３人が殺害されて以来のことである。政府は４月，BLAをテロ組織と認

定し，活動禁止を通告した。

これらの武装勢力によるテロ行為に対し，政府は武力による制圧を図り，８月

に行われたデーラー・ブグティ地区での掃討戦で，反政府運動の中心人物の１人

であるブグティ部族長兼民主祖国党（JWP）党首ナワーブ・ブグティを殺害した

（ナワーブ・ブグティはバローチスタン州知事，同州首相を務めた経験もある）。

一方で，バローチスタン州での反政府運動の根底には，同州の開発の遅れと連邦

政府への不信感があることを認識する政府は，１０月に入り，バローチスタン州へ

の開発支援策（New Vision for Balochistan）を発表し，反政府運動が活発なデー

ラー・ブグティとコーフルーの両部族地区への割当て２５億ルピ
ー を含む総額１９５億ルピ

ー

の開発計画と，陸軍等の公共部門での３万２０００人以上の雇用を確約している（い

ずれも２００６／０７年度実行予定）。さらに１９９８年人口センサスに基づく連邦政府での

バローチスタン州採用枠増加（３．５％から５％へ）により，追加６０００人分の雇用創

出を決定した。

ナワーブ・ブグティの殺害は，その後バローチスタン州各地やカラチ市のバ

ローチ人居住区で多数の死傷者を出す大規模なデモを引き起こす結果となるが，

以降，活発化すると予想された破壊行動やテロ活動は散発的で小規模なものと
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なっている。その理由としては，指導者を失いテロ活動が停止していることに加

え，ブグティ部族の要求はバローチスタン全体の利益に資するものではなく，部

族のための権利要求であり，バローチ人に広く受け入れられるものではかなった

ことが挙げられるであろう。MMAを中心とする野党勢力は，ブグティ殺害でム

シャラフ政権を糾弾するも，足並みの乱れにより，ムシャラフ政権の屋台骨を揺

るがすような大きな政治的プレッシャーとは成り得なかった。しかし死ぬまで反

政府の姿勢を貫き通したナワーブ・ブグティの勇気と誇りは，バローチ人の心情

に訴えるものであり，彼の死によってバローチスタンでの反政府運動が終わるわ

けではない。バローチスタン問題や依然として解決しないカーラーバーグ・ダム

建設に象徴されるように，パンジャーブ人，パンジャーブ州優先と見られる連邦

政府の政策への他州の反発は大きく，これらの問題がパキスタン国内政治にとっ

て大きな不安定要素であり続けることに変わりはない。

FATAにおけるターリバーン＝アル・カーイダ掃討戦では，今年も多くの命

が失われた。FATAでは８万人規模のパキスタン治安部隊による「テロとの戦

い」が展開されている。バジャウル部族地域では，１０月３０日にパキスタン軍が同

地域チャンガイ村のマドラサ（イスラーム神学校）を過激派の訓練キャンプと判断

し空爆，８０人以上が死亡した。翌３１日には現場近くのハールで１万５０００人規模の

抗議ストが行われた。また１１月８日には空爆されたマドラサから４０キロメートル離れた北

西辺境州（NWFP）のパキスタン陸軍の訓練施設で自爆テロが発生し，陸軍訓練

生４２人が死亡するという事件が発生した。これはマドラサ空爆に対するターリ

バーンによる報復の疑いが強い。バジャウル部族地域のダマドラ村では，１月に

FATAに潜伏中と見られたアル・カーイダのナンバー２，アイマン・アル・ザ

ワヒリを狙った米軍による空爆で子供を含む１８人が死亡している（ザワヒリの死

亡は確認できず）。

３月初旬に１００人以上の死者を出すなど，ターリバーンと政府治安部隊との交

戦が激化していた北ワジーリスタン部族地域（北WTA）では，６月に停戦協定が

結ばれ，９月には政府と北WTAの主要部族長らの間で和平協定が結ばれるに

至った。和平協定では，部族側は部族地域からアフガニスタン側への越境攻撃を

止めること，外国人兵士を匿わないこと，政府施設の攻撃や役人の殺害を企てな

いこと等に合意し，また政府側も掃討戦の中止，武器の返還や囚人の釈放，検問

所の廃止等を約束した。オーラクザイーNWFP知事は，同協定を「歴史的」「部

族の歴史においてこのような問題が数週間で解決できたことは前例がない」
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（Daily Times，２００６年９月６日）と高く評価した。しかし，和平協定はFATAの

治安状況が悪化するなか，「テロとの戦い」に参加するムシャラフ政権への不満を

そらす目的があるとの見方もある。また同地域での掃討戦を中止し，部族側に武

器を返還するなどの協定内容は，北WTAにおけるターリバーン勢力復活の足

がかりとなる危険性を秘めている。和平協定は短期的には部族地域での安定に資

するかもしれないが，長期的に見た場合，不安定さを増長させることにもなりか

ねない。実際，カルザイー・アフガニスタン大統領は，協定合意後，アフガニス

タンで治安が悪化していることを指摘し，同協定の効果を疑問視している。

シーア派とスンニ派の宗教対立では，２月にNWFPハングーでシーア派の

アーシューラーのムハラム行進中に自爆テロが発生し，４０人が死亡した。スンニ

派デーオバンド系のテロ集団「ジャング軍」（Lashkar―e―Jhangvi：LJ）の犯行と見

られる。６月にはシーア派の主要リーダーの一人で，「イスラーム運動」（Tehrik―i

―Islami）党首アラマ・ハッサン・トラーブがカラチで自爆テロによって暗殺され，

同事件も LJによる犯行の可能性が指摘されている。また４月にはカラチ市内の

ニシュタル公園でスンニ・バレルウィ派「スンニ運動」（Sunni Tehreek：ST）が

預言者ムハンマドの生誕記念行事を開催中，自爆テロによりＳＴ幹部を含む６０人

以上が命を失う事件が発生した。宗教対立によるテロ事件では，国内過去最大規

模の死者を出したこの事件は，当初，シーア派の犯行によるものとされたが，LJ

等のスンニ派テロ集団の関与が示唆されており，スンニ派内部の抗争との見方が

強い。なお，LJはアル・カーイダと関係するテロ集団で，２００２年１月にアメリ

カ人ジャーナリスト，ダニエル・パール氏の誘拐殺害，同年５月にカラチでフラ

ンス人技師１１人を爆殺するなどの凶悪な犯行で知られる。イスラーム国家建設の

理念の下に独立を果たしたパキスタンであるが，イスラーム教の下に結束するど

ころか，イスラーム教自体が国家の不安定要因となっていることは実に皮肉なこ

とである。

女性保護法案可決

２００６年は女性の権利向上に向けて進歩が見られた年であった。具体的には，ジ

ア政権下，軍事政権を正当化するためのイスラーム化のなかで導入されたレイ

プ・姦通罪や盗み等を罰するイスラーム刑法「フドゥード法」の改案が試みられた。

とりわけ焦点となったのが，女性のレイプ・姦通罪に関する女性保護法案

（Women Protection Bill）である。フドゥード法では，レイプされた女性は，レ
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イプ実行犯の告白もしくは４人のイス

ラーム教徒男性目撃者を証人とせねば

ならず，もしこの条件が揃えられない

場合は，逆に女性が姦通罪で逮捕され

てしまうという女性に不利なもので

あった（法案上程に先立ち，７月，ム

シャラフ大統領は姦通罪等の軽犯罪で

収監されている女性１３００人の即時保釈

の大統領令を発した）。またフドゥー

ド法で有罪となった場合は，保釈が認

めらないことなどから，レイプされた女性は結局泣き寝入りせざるを得ず，多く

のレイプ事件は表面化することがなかった。法案にはレイプ・姦通罪をフドゥー

ド法でなく，パキスタン刑事法（Pakistan Penal Code）で取り扱うことが盛り込

まれた。

しかし，フドゥード法はコーランとスンナによる神聖な法律であり，いかなる

修正も認めないとするMMA等の宗教勢力や，また与党内でもNWFPやパン

ジャーブ州の保守的な選挙区を基盤とする議員の反対により，法制化は困難を極

めた。反対派のMMAは，「この法案はパキスタンにフリーセックス地区を作ろ

うとする試みである」「若い女性の俗悪な行動とセックス産業を増長させる」

（Daily Times，２００６年１１月１６日），と激しく非難したが，最終的には PPP（正式に

はパキスタン人民党議員団 PPPP），統一民族運動（MQM）の賛成を得て（パキス

タン・ムスリム連盟ナワーズ派［PML―N］は棄権），１１月１５日に女性保護法案は

下院を通過。その後，上院を経て，１２月１日，ムシャラフ大統領が署名し，法律

として制定された。PPPはフドゥード法自体の廃案を求めていたが，同法案を

「パキスタンにおける男女同等の権利を目指す第一歩である」（Daily Times，２００６

年１１月１６日）と評価し，賛成票を投じた。

さて，ムシャラフ政権がこの法案の法制化に取り組む背景には，２００２年にパン

ジャーブ州の農村で起こったムフタール・マーイー集団レイプ事件がある。この

事件はパンジャーブ州のムザッファルガル県の農村で起こった集団レイプ事件で，

村議会が，ある事件の和解策としてマーイーのレイプを承認したことに端を発す

る。事件はBBC（２００２年７月３日）や Time Magazine（２００２年７月８日）に取り上

げられ，以降，世界的な大ニュースとなった。これらの報道によりパキスタンに

継続する国内テロとの戦い
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おける女性の不当な扱いが国際的な非難を浴び，ムシャラフ政権への大きなプ

レッシャーとなっていたことは確かである。政府はフドゥード法改正に続き，さ

らなる女性の権利向上として，一族同士の抗争解決のために未婚の娘を提供する

強制結婚の慣習（Vani，Sawara）等を禁じる法案の制定を目指しており，１２月末

には，Prevention of Anti―Women Practices Bill ２００６が与党パキスタン・ムス

リム連盟カーイデ・アーザム派（PML―Q）より提出されている。

２００７年総選挙に向けた新たな政界再編の可能性

２００７年秋に予定の総選挙（連邦下院議会，州議会）に向けて各政党の動きが活発

になった。まず野党民主主義回復同盟（ARD）に属する２大政党間では，５月１４

日，PPP議長ベーナズィール・ブットーと PML―N党首ナワーズ・シャリーフ

が，ロンドンで長年の反目に終止符を打ち，「民主憲章」に署名。真の民主主義の

回復と軍事政権の国政への関与の禁止等を求めて共闘することを表明した。続い

て７月にロンドンで開催されたARDの会議では，参加全党が「民主憲章」に署名

し，ムシャラフ大統領，アジーズ首相の即時辞任を要求するなど，選挙に向けた

ARDの結束強化を予感させるものであった。しかし，その後，PPPと PML―Q

との選挙戦に向けた密談の噂や女性保護法をめぐる両党の意見の食い違い等が明

るみになり，改めて PPPと PML―Nの足並みの悪さを見せつける結果となった。

女性保護法案をめぐっては，上述の PPPと PML―N間の意見の対立に加え，

PPPとMMAの対立など野党内の不協和音が露呈する形となった。PPPはフ

ドゥード法自体の廃案を強く望んでいたのに対し，MMAは修正すら許さない態

度で，両者が真っ向から意見を異にした。特にMMA代表でイスラーム協会（JI）

党首のカージー・フセイン・アフマドが，PPP議長のベーナズィール・ブッ

トーを「彼女はムシャラフよりも宗教心がない」（Daily Times，２００６年８月２４日）

と非難するなど，野党間の大きな意見の隔たりがあった。またかねてから不協和

音関係にあったMMA内の主要２党 JI とイスラーム聖職者協会ファズルッ派

（JUI―F）の対立が表面化し，呉越同舟のMMAの基盤の脆さが露呈した。MMA

の最高議会は，女性保護法が可決されれば，MMAの下院議員は抗議辞職すると

発表したが，これに対し，JUI―F のファズルッ・ラフマーン党首兼MMA幹事

長は，より慎重な議論が必要であるとし，JUI―F の下院議員は辞職しない意向で

あるとカージー議長に伝えた。JUI―F にイスラーム聖職者協会サミーウル・ハク

派（JUI―S）も従い，結局，カージー議長率いる JI は孤立する形となり，議員辞職
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による抵抗案を取り下げなくてはならなくなった。その他，バローチスタン問題

や抗議デモ活動においても，両党の意見の隔たりが明らかなものとなり，２００７年

の総選挙に向けて，野党間の連携を模索するなか，女性保護法をめぐる各党の意

見の食い違いは，大きなしこりを残すこととなった。

このようななか，唯一，野党が協調することができたのが，アジーズ首相への

不信任案動議であった。８月２４日，ARD―MMA野党連合は，下院議員１４１人の

署名を集め，アジーズ首相への不信任動議を下院に提出した。主な動議理由は，

PSM，パキスタン電信電話公社（PCTL），ハビーブ銀行等の不透明な民営化（PSM

民営化については「経済」の項参照），砂糖危機（「経済」の項参照），カラチ株式市

場の株価暴落や汚職等，５００ページにわたりアジーズ首相の責任を追及するもの

であった。２９日に行われた不信任投票では，信任１７２票に対し，不信任１３６票で，

アジーズ首相の不信任は成立しなかった。首相への不信任動議は，１９８９年のベー

ナズィール・ブットー首相（当時）以来，２度目のことである（前回は９票差で不

信任成立せず）。

２００６年は，ブグティの暗殺や２度にわたるバジャウル部族地域空爆など，ム

シャラフ政権には失点となる問題が多くあったにも関わらず，野党は結束して反
の ろ し

ムシャラフの狼煙を上げることができず，軍事政権打倒への協調したひとつの力

と成り得るには至らなかった。それどころか逆に，野党間の亀裂が一層明らかな

ものとなった年であった。今後，野党側に残された展開としては，PML―Nのナ

ワーズ党首が提案する全党会議（APC）のもとで全野党が結束して，反ムシャラ

フ勢力と成り得ることができるかどうかであろう。しかしながら，MMAがいち

早く参加を表明する一方，最大野党である PPPは態度を明らかにしておらず，

またMMAのAPC参加に不快感を示すなど，現段階では，総選挙に向けたオー

ル野党による同盟の確立は困難なようである。

野党側が選挙共闘の道を探るなか，与党内最大政党である PML―Qも次期選挙

に向けた地盤固めを進めている。昨年の地方選挙で親 PML―Qの首長が数多く当

選し，次回選挙において優位な戦いが見込まれるが，現状では，議会において単

独多数勢力とは成り得ず，MQM等との連立を余儀なくされている状況である。

また前回の総選挙で，ベーナズィール PPP議長が汚職容疑で実質国外逃亡中で

あるにもかかわらず，PML―Qの得票数は PPPよりも少なかったという事実も

ある（PPPの７３９万票に対して PML―Qは７３３万票）。PML―Qは次回選挙も決して

楽なものではないことを認識しており，PPPや JUI―F と水面下での交渉を続け

継続する国内テロとの戦い
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ているようである。

ムシャラフ大統領の「制服問題」

次回の大統領選挙でムシャラフ大統領が再選された場合，果たして陸軍参謀長

職を辞するのかどうかという，いわゆる「制服問題」がある。ムシャラフ大統領

は，２００３年の公約を破棄し，２００７年末まで大統領と陸軍参謀長を兼務している。

これまでのところ，「制服問題は，憲法に従い解決される」（Daily Times，２００６年

３月５日），「制服は（女性保護法案などの）大きな問題には必要である」（Daily

Times，２００６年９月２１日），「２００７年の終わりに決める」（Dawn，２００６年９月２７日）な

ど，「制服問題」には明確なコメントを避けているが，積極的に制服を脱ぐという

姿勢は見せていない。また PML―Qのパルヴェーズ・イラーヒー・パンジャーブ

州首相は「ムシャラフ大統領は何度も何度も制服のままで大統領として選ばれる」

（Nation，２００６年１２月１５日）と公言しており，再選された場合，ムシャラフ大統領

が陸軍参謀長として留まる公算は大きい。野党や一部の国民を除いては，大統領

が制服を着たままであるのか脱ぐのかは，大きな関心事ではなく，その証拠に２００３

年に公約を反故にしたときも，国民から大きな非難の声は上がらなかった。アメ

リカも民主主義の立場から「制服問題」を指摘するものの，ムシャラフ大統領が

「テロとの戦い」でアメリカに協力する限りにおいては制服を容認するスタンスで

あろう。また大統領は，制服を着続けるということは民主的なプロセスを経て国

民に承認されたものであり，欧米諸国が口を挟む問題ではないとしている。よっ

て大統領再選後，ムシャラフが制服を着続けた場合，野党勢力が声高に反対をす

る以外は，それ以上の展開が予想されるものではない。

さて２００７年の総選挙であるが，詳細な日程は決まっておらず，現政権下での実

施（この場合，憲法改正が必要となる）や，２００８年に実施されるなどの報道もある

（Daily Times，２００６年１２月２８日）。また憲法では大統領選挙は議会解散の２カ月

前から開催できることから，現在の選挙人団（上下両院，州議会）で選ぶことも可

能であり（Daily Times，２００６年１０月１７日，１２月２８日），依然，日程は不透明な点

が多い。亡命中のナワーズ，逃亡中のベーナズィール両名が総選挙前にパキスタ

ンに帰国するかどうか，ムシャラフ大統領の陸軍参謀長兼任問題，２００２年の総選

挙で台頭した宗教勢力への審判など，次期総選挙，大統領選は多くの注目を浴び

ることとなりそうである。 （小田）
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経 済

２００５／０６年度と２００６／０７年度上半期の経済概況

パキスタンの２００５／０６年度（２００５年７月～２００６年６月）の実質GDP成長率は

６．６％で，前年に引き続き高成長であった（Economic Survey 2005–06，２００６年）。

産業別成長率は，農業部門２．５％，工業部門５．９％，サービス部門８．８％であった

が（表１），前２者は目標をそれぞれ２．３％，２．４％下回った。今年度の特徴は，前

年度好調であった農業部門，工業部門，とりわけ過去２年続けて高成長の牽引役

であった大規模製造業部門の伸び悩みと，サービス部門の好況である。農業部門

では，主要作物の綿花（収穫量対前年度比９．１％減），小麦（同１．４％減），サトウキ

ビ（同５．３％減）が，天候条件に恵まれずいずれもマイナス成長であり，農業部門

のプラス成長はほとんど畜産部門（対前年度比８．０％増）に依った。このような

偏った構造は，工業部門にも同様に当てはまる。主要作物のサトウキビと綿花に

依存する精糖，繊維産業は，大規模製造業部門の付加価値の５０％近くを占める基

幹産業であるが，伸び悩んだ。他方，サービス部門の成長に最も貢献した卸・小

売業（同９．９％）が，生産部門の停滞を反映して前年度より鈍化したとはいえ，比

較的高い成長率を維持することができた。

２００５／０６年度の輸出は対前年度比１４．０％増の１６５．１億訐であったが，目標には５

表１ 過去２年間の主要産業別実質成長率と対GDPシェア
（％）

２００４／０５ ２００５／０６ 対GDPシェア

実質GDP成長率
１．農業
主要作物
畜産
２．工業
製造業
大規模製造業
建設
電力およびガス配給
３．サービス業
小売・卸売
運輸・通信
公共サービス・軍事

８．６
６．７
１７．８
２．３
１１．４
１２．６
１５．６
１８．６
３．５
８．０
１１．１
３．６
０．６

６．６
２．５
―３．６
８．０
５．９
８．６
９．０
９．２
―８．４
８．８
９．９
７．２
４．７

２１．６
７．６
１０．７
２６．０
１８．２
１２．７
２．２
３．０
５２．３
１９．２
１０．５
５．８

（出所） State Bank of Pakistan，Annual Report 2005–2006.
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億訐届かなかった。輸入は同３１．３％増の２４９．５億訐で前年度に引き続いて急増し

た。結果，貿易収支赤字は８４．４億訐と前年度の２倍近くに膨れ上がった。最大の

理由は国際石油価格の上昇であり，それのみで赤字の３０％ほどを説明する。経常

収支は，海外からの送金が４６．０億訐（同１０．３％増）とある程度貿易収支の赤字を相

殺したが，額にして５０．０億訐，対GDP比で３．９％の赤字となった。資本収支は，

外国直接投資（FDI）の増加（同１３０．９％増），ユーロ債の新規発行（同３３．６％増），

国際機関からの低金利融資などにより，５９．０億訐の黒字となった。これにより，

過去最大の貿易収支赤字にもかかわらず，国際収支は黒字を実現することができ

た。その最大の要因はFDI の増加であるが，楽観的な解釈には注意が必要であ

る。FDI の増加は，PTCLの経営権と２６％株式譲渡に対する払い込みなど，民営

化によるものが４５％を占め継続性はない一方，民営化以外のFDI についてもテ

レコム，金融，石油・ガスの３分野に偏っており，民営化を合わせた総額でも未

だ３５．２億訐にすぎないからである。

２００６／０７年度上半期の経済も，農業部門，大規模製造業部門の伸び悩みと，

卸・小売業などサービス部門への依存が特徴的である。雨季の主要作物のうち，

サトウキビ（収穫量対前年度比１６．０％増）は回復を見せたが，綿花（同４．６％減），

コメ（同２．５％減）はいずれも伸び悩み，乾季の小麦が順調に伸びたとしても，農

業部門全体の目標を達成することは難しいだろう。大規模製造業部門では，繊維

部門（対前年度第１四半期比１０．１％増）は盛り返す動きを見せているが，製造業の

多様化を目指すパキスタンにとってここ５年ほど希望の星ともいえた自動車産業

（同１１．１％増，前年度は同３３．１％）が伸び悩み始めた。対外貿易では，国際石油価

格が落ち着くにしたがい，輸入の伸びが緩慢化した（対前年度上半期比９．１％増，

前年度は同５３．１％増）。しかし，輸出が輸入に比べて伸び悩んでいるため（同４．８％

増），貿易収支赤字，経常収支赤字の傾向が続きそうである。

インフレと「砂糖危機」

前年度最大の懸念事項であったインフレ率の上昇であったが，２００５／０６年度は

消費者物価指数（CPI）上昇率が平均７．９％と，前年度の９．３％と比較して低い水準

に抑えられた。国際石油価格が上昇するなかでインフレ率を抑えることができた

のは，CPI バスケットのうち最大のシェアを占める食料価格（対前年度比４５．２％

減）の低下が大きい。連邦政府中央銀行（SBP）は金融緊縮政策，経済調整委員会

（ECC）による砂糖や豆類の輸入に対する補助金政策など，政策の効果を強調し
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ている（SBP，Annual Report 2005–2006，２００６年）。金融政策の面では，輸出産

業の投資インセンティブを削ぐとの懸念から，SBPは難しい判断を強いられた。

SBPは７月１４日，輸出金融レートを７．５％から６．５％に引き下げる一方で，同月

２９日，ディスカウント・レートを９％から９．５％に引き上げるという苦肉の策を

とることで，緊縮政策の続行を示した。しかしながら２００６年８月以降，食料価格

の２桁以上の上昇がみられ，政府のインフレ対策がそれほど効を奏しているよう

にはみえない。加えて，公式統計上はインフレ率が下がっているが，実態と余り

にもかけはなれているとの批判も多い（Dawn，２００６年６月１２日，Business

Recorder，２００６年６月２９日）。とりわけ，２００６年の主要食料品の価格は前年に比

べ，平均で砂糖２７．３％，豆類平均３０．９％，ミルク１１．２％と上昇しており，一般市

民からみて一桁の公式インフレ率に納得がいかないのも理解できよう。

パキスタンのインフレについては，SBPによる金融政策ではコントロールで

きない実体経済の問題がある。具体的には，生活必需品の不足である。食料価格

がインフレ率を最も左右しているにもかかわらず，国際石油価格の高騰を言い訳

に，政府は何ら有効な政策を出せないままでいる。なかでも２００６年の砂糖価格上

昇は「砂糖危機」と呼ばれるほど異常で，一般家計を圧迫した（Pakistan & Gulf

Economist，第２５巻第１９号，２００６年５月８日）。問題の重要性に鑑み，ECCは２

月１０日，砂糖価格上昇に対処するための委員会を発足させ，低所得層に砂糖を供

給する公益ショップ（USC）の数を増やすこと，USCの在庫倍増などを決定した。

しかしこれらの政策も問題の根本的な解決には至っていない。砂糖の不足は，サ

トウキビが天候条件に恵まれず不作であったという理由付けがされやすいが，無

関税輸入などの措置が前年より継続的にとられているにもかかわらず価格は上昇

の一途をたどっている。サトウキビ農家に対する支持価格の上昇，サトウキビ圧

搾業者や仲買人の退蔵などによる人為的な供給不足，さらに農家がサトウキビ圧

搾業者および仲買人からの支払遅延や不利な取引を嫌ってサトウキビの栽培を避

けるようになっていること（Dawn，２００６年９月４日，Business Recorder，２００６年

９月１９日）など，価格上昇の背景には様々な要因が絡んでいる。USCは生活必需

品を低価格で一般家計に提供するという役割を果たしていないが，そもそもUSC

に価格をコントロールするほどの高いマネジメント能力を求めることは不可能に

近いだろう。メスを入れるべきは，大規模農家やサトウキビ圧搾業者の寡占体質

であろうが，アフタル・ハーン商業相やジャハーンギール・タリーン産業・生産

相などの有力政治家が圧搾会社の所有者でもあるため，改革が難しいことは容易
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に想像できる。砂糖に限らず，生活必需品は同様に流通の問題を抱えており，そ

の非効率をなくすことが根本的な価格安定には必要である。

経常収支赤字

２００２／０３年度から輸入増と貿易収支赤字の傾向が続いている。政府は，国際石

油価格上昇と国内製造業の活況を反映した機械類の輸入増を理由に赤字を余り問

題視してこなかった。２００５／０６年度をみると，確かに前者が輸入増のうち４０％を

説明し，赤字の最大の理由であることに間違いはない。しかし機械類の輸入シェ

ア（３０％）のうち，自動車，携帯電話などの耐久消費財が少なくとも５３％を占めて

いることから（図１），政府の主張を正当化するには無理がある。むしろ，貿易収

支赤字を改善できないことの言い訳とみるのが妥当だろう。

また，民営化に伴う払い込みや海外送金の増加などにより外貨準備は安定して

おり（２００６年末１３２．８８億訐，対前年比１３．５％増），輸入の５．３カ月分をカバーでき

ることを理由に赤字を楽観視する傾向もある。しかし，外貨準備の持続性は疑問

である。外貨準備増分については，３月２３日から販売が開始されたユーロ債の発

行分８億訐，上述の PTCLの民営化に関する払い込みの１１億３４００万訐，と一過

性の事情のみでほぼ説明が可能である。民営化関連の払い込み，海外送金のいず

れにしても頭打ちの感があり，

これらに依って貿易収支，経

常収支の赤字を軽視するのは

危険である。

経常収支赤字を改善するた

めの短期的な政策としては，

利子率の引き上げと通貨切り

下げを考えることができる。

前者は輸入を含む総需要を下

げることを目的とするが，同

時に投資インセンティブを削

ぐ恐れがあるため，SBPも

緊縮政策を続行しつつも利子

率のさらなる引き上げには慎

重である。後者については，

図１ 機械類輸入の内訳（２００５／０６年度）

（出所） Government of Pakistan，Statistical Yearbook，
各号；State Bank of Pakistan，Statistical Bulletin，
各号．
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経常収支赤字の悪化に鑑み，IMFは通貨を切り下げるべきとの政策勧告を行っ

た（IMF Country Report，２００６年１２月７日）。この勧告に対して１２月１０日，SBPは，

パキスタンは変動相場制をとっているとして，拒否する姿勢を示した。シャム

シャード・アフタル SBP総裁は１３日に開かれた下院の財務常任委員会において，

「SBPのインターバンク市場での介入は国際石油価格の変動に対処するための介

入にすぎない」（Business Recorder，２００６年１２月１４日）としてルピーの相場が妥当

であることを強調した。また，一般に通貨切り下げは輸出にとって有利に働くと

されるが，アフタル総裁は「通貨切り下げと輸出の伸びとの正の相関はパキスタ

ン史上観察されていない」（同上）として，IMFの勧告がパキスタンでは妥当でな

いことも主張した。確かにパキスタンでは，輸出の６０％近くを占める繊維産業が

機械類を輸入に頼っており，切り下げによって生産コストは増加する可能性が高

いため，最終的な輸出価格の低下は疑問である。むしろ切り下げによる輸入価格

の上昇がインフレに拍車をかけかねないため，SBPの主張は妥当なように思わ

れる。経常収支改善のためにも，マクロ経済の安定のためにも，長期的かつ根本

的な輸出振興策が不可欠である。

民営化の現状と課題

貿易，経常収支赤字に悩むパキスタンにとって，民営化に伴う外国からの資金

の流入は，短期的にはその意義が大きい。２００５年に一度白紙に戻るなど，頓挫し

た PTCLの民営化は，その進展が危惧されていたが，２００６年には具体的な払い

込みまで進み，経営権の譲渡が４月１２日に完了した。２００６年の払い込み１１億３４００

万訐のみでFDI の３２％，国際収支黒字の１９％に貢献しており，これを見るだけ

でも，パキスタン経済にとって民営化の意味合いが大きいことが分かる。

IMFはパキスタンの民営化を一貫して勧めているが（Business Recorder，２００６

年８月２６日），民営化には課題も多い。それは，民営化の透明性と民営化が果た

して国益に資するかという点である。PTCL民営化の手続きについても，透明性

は疑問視されたままである（Pakistan & Gulf Economist，第２５巻第４０号，２００６年

１０月２日）。２００６年に最大の問題となったのは，PSMの民営化に絡む不透明性で

あり，内閣不信任案が提議されるまでにいたった（不信任案は８月２９日に否決）。

PSMの７５％株式と経営権の競売は３月３１日に実施され，サウジアラビアのアル

トゥワイルキー社とパキスタンのアリフ・ハビーブ・グループなどからなる合弁

会社が２１６億８０００万ルピ
ー で落札した。ところが，売却価格が低すぎること，民営化

継続する国内テロとの戦い
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の手続きに透明性が欠けることを問題視した祖国党（WP）は５月１７日，最高裁に

対して異議申し立てを行った。最高裁は６月２３日，PSMの売却を無効とする略

式命令を下し，８月８日，民営化の手続きが「２００１年民営化委員会（PC）規則」に

違反し拙速であること，価格設定が判例に照らして７．２％ほど低いことなどの理

由を詳細にした判決文を公表した（Supreme Court of Pakistan，“Judgment on

Constitution Petition No．９ of ２００６，”２００６年８月８日）。判決に対しては，PC

や民営化に関する内閣委員会（CCoP）の透明性に信頼がなく，また戦略上重要と

される鉄鋼産業の民営化そのものに対する反対意見も強く（Business Recorder，

２００６年８月１８日），世論は好意的であった。

短期的にみると，民営化による外貨の獲得は確かに魅力的だが，それによる資

金の流れに継続性はない。民営化は，外国からの新規投資や技術移転の度合いが

高ければ，長期的にもパキスタン経済にとってプラスであろうが，前者の魅力が

民営化を進める最大のインセンティブになっていることは否定できない。財政赤

字にしろ経常収支赤字にしろ，近視眼的にとりやすいところからとって帳尻を合

わせてきたパキスタン経済にとって，民営化の負の側面にも注意が必要である。

（牧野）

対 外 関 係

対アメリカ

１月のアメリカ軍によるバジャウル部族地域ダマドラ村空爆に対するパキスタ

ン国民の怒りが冷めやらぬうちに，３月，ブッシュ米大統領がパキスタンを訪問

した。パキスタン訪問に先立ち訪れたインドでは，両国の間で，核問題や経済関

係について建設的な話し合いが持たれ，特に，核に関しては，インドが民生用核

施設に国際原子力機関（IAEA）による査察を受け入れる代わりに（軍事用は対象

外），アメリカはインドに対する民生用核技術の協力を行うという協定に合意し

ている。これはアメリカが核保有５大国以外の国の核兵器保有を認めるという前

例のない決定である。一方，今回のブッシュ大統領の訪パの主たる目的は，「ム

シャラフ大統領がテロリスト対策にコミットしているかどうかを確かめに来た」

とのブッシュ大統領の発言どおり，パキスタンの「テロとの戦い」への協力の再確

認であり，それ以外の何物でもなかった。

会談後の共同声明では，両国が経済協力，エネルギー問題，安全保障，社会開

２００６年のパキスタン
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発，民主化と核非拡散等について，「戦略的パートナーシップ」のもとで「戦略的対

話」を行っていくことが発表された。しかし，アメリカがインドに対して認めた

と同様の核協定をパキスタンに認めるべきとの申し出には，「パキスタンとインド

は異なるニーズと異なる歴史を持つ異なる国である（よって両国に対するアメリ

カの政策も異なる）」と片付けられ，またカシミール問題に関しては，「両国の首脳

が問題解決に取り組むことを働きかける」と，あくまでも両国間での問題である

との姿勢を示した。イラン＝パキスタン＝インド間のガスパイプラインに関して

は，「アメリカは，イランのパイプラインではなく，イランが核兵器を開発してい

るという事実に対して文句がある」と反対の姿勢を見せなかったことが数少ない

進展であったと言えるであろう（いずれのコメントも会談後の共同記者会見より。

２００６年３月４日）。

ムシャラフ大統領は９月にキューバのハバナで開催された非同盟諸国会議に出

席後，訪米し，再びブッシュ大統領と会談，反テロ対策を中心に話し合いが持た

れた。またムシャラフ大統領からは，９月５日の北WTA部族長とパキスタン

政府の間で結ばれた和平協定について，協定はターリバーンとの和平協定でなく，

あくまでも北WTAの主要部族長とのそれであるとブッシュ大統領に説明し，

アメリカ側の懸念を払拭しようとした。

２００５年の北部地震後，アメリカから震災復興へ多くの援助の手が差し伸べられ

たことで，パキスタンにおける反米感情は一時回復の兆しを見せた。しかし，１

月のバジャウル部族地域への米軍による空爆により，再び反米感情は悪化し，ま

た同時にFATAでのターリバーン掃討戦が激化するにつれ，アメリカ寄りと見

られるムシャラフ大統領への疑念も高まりを見せた。１０月のバジャウル部族地域

のマドラサ空爆も，米軍無人爆撃機による先制攻撃に続いてパキスタン軍による

空爆が開始されたとの目撃談が報道され，反米感情を更に煽る結果となった。パ

キスタン政府はこれを否定するも，米軍から情報の提供を受けていたことを認め，

いずれにせよ攻撃に米軍が間接的であれ関与していたことが明るみとなった。

「テロとの戦い」に参加し，２００４年には，アメリカの戦略的パートナーとして，

非NATOの主要同盟国のステータスを付与されたパキスタンであるが，パキス

タン国民のなかに，「テロとの戦い」は，結局，欧米諸国，特にアメリカのための

戦争であるのではという疑問が生まれていることは確かである。パキスタンが大

きな代償を払いながらも，アメリカの「テロとの戦い」に協力するなか，政治的に

もそして経済的にも無視できない大国となったインドを重視するアメリカの政策

継続する国内テロとの戦い
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転換は，パキスタン国民の間にアメリカそしてムシャラフ政権への不満を募らせ

ていくに違いない。

対インド

２００１年１２月のインド国会襲撃事件以降，中断していたパキスタン・インド両国

首脳会談が，２００４年１月イスラマバードで，ムシャラフ大統領とヴァジュペイー

首相（当時）の間で実現されて以来，「信頼醸成措置」（CBMs）や「複合的対話」を通

じて，関係改善が図られてきた。２００５年の北部大地震に際しては，インドから災

害援助がパキスタンに供され，また関連して民間人による徒歩でのカシミール管

理ライン越えが実現している。

２００６年に入ってからは，１月に外務次官級の印パ「複合的対話」の第３段階交渉

がニューデリーで行われ，３月にはインドのシン首相が「平和・安全保障・友好

に関する２カ国間協定」をパキスタン側に提案し，ムシャラフ大統領もこれを歓

迎するなど，両国間で対話の継続が行われた。５月には防衛事務次官級協議が開

催され，シアチェン氷河における兵力削減とシール・クリーク（アラビア海沿い

の印パ国境にある湿地帯）の境界画定について議論が持たれた。その他，１９６５年

第２次印パ戦争以降，停止していたコクラパル（パキスタン）とムナバオ（インド）

間の列車再開（２月）やナンカナ・サヒーブ＝アムリトサル間のバス運行が開始と

なった（３月）。また２００５年４月のムザッファラバード＝スリナガル間に次ぐ２本

目のラワラコート＝プーンチ間の印パ管理ライン越えのバス運行が開始（６月）さ

れるなど，カシミール問題解決に関する具体的な成果はないものの，CBMsに

沿った形で両国間の信頼関係構築に進展が見られた。

しかしこれらの関係改善ムードも，７月１１日のムンバイ列車同時爆破テロ（死

者１８６人）によって水を差さされる形となった。シン・インド首相は，「テロ実行グ

ループは，国境の向こう側（パキスタン）のグループによって扇動され，思想を吹

き込まれ，支援を受けた者たちである」「パキスタン政府がこのようなテロ活動を

コントロールできなければ，和平プロセスを進めることは難しい」（Daily

Times，２００６年７月１５日）として，同月２１日から開催予定の外務次官級協議の延期

を決定した。これに対し，ムシャラフ大統領は，同月２０日の国民向けテレビ演説

で，「根拠がない」「インド政府の外務次官級協議延期の決定は，テロリストの勝利

を意味する」と応酬する一方，協議の継続を望む意向を示した。その後の調査に

より，列車爆破は，パキスタン軍統合情報局（ISI）によって計画され，インド学

２００６年のパキスタン
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生イスラーム運動（SIMI）の支援のもと，テロ組織「純粋なものの軍隊」（Lashkar―

e―Toiba）が実行したとムンバイ警察が発表した（パキスタン側はこれを否定）。

８月には両国が双方の外交官を国外追放にするなど，さらなる関係悪化が懸念

されたが，９月１６日，ハバナで開催中の非同盟諸国会議に出席中のムシャラフ大

統領とシン首相が会談し，和平プロセスの継続で合意，複合的対話の再開を発表

した。合意に基づき，１１月１４日，外務次官級の複合的対話は，ニューデリーにて

開催され，両国間の信頼醸成，和平に向けた話し合いが再開された。同対話では，

テロ防止のための両国委員会の設置等が締結された。一方，カシミールとシア

チェン氷河における兵力の削減といったセンシティブな問題に関しては進展が見

られなかった。

和平に向けた対話が継続する印パ関係であるが，最大の争点であるカシミール

問題に関しては，カシミール問題と両国間の関係正常化とを結び付けようとする

パキスタン政府に対し，インド政府は，両者は別のものとするなど，印パの間に

は，依然，多くの見解の相違が存在する。インド側が「カシミール問題に関して，

現実的な解決方法を見つけることを恐れない」（Daily Times，２００６年３月２５日）と

ほのめかすなか，両国がどこまで歩み寄れるか，２００７年以降の交渉が引き続き注

目されるところである。

対アフガニスタン

２００６年のパキスタン・アフガニスタン関係は，２００１年にターリバーン政権が崩

壊して以来，最も険悪なものとなった。カルザイー大統領は，悪化する国内治安

情勢は，パキスタン側からのターリバーン残党の越境テロによるものであるとし，

パキスタン側の越境テロ対策が十分でないと非難する一方，ムシャラフ大統領は

アフガニスタン側の問題を指摘するなど，両者の間で非難の応酬が続けられた。

２月にカルザイー大統領がイスラマバードを訪問し，また９月にはムシャラフ大

統領がカーブルを訪問。さらにはブッシュ大統領がアメリカ訪問中の２人をホワ

イトハウスでのイフタール（ラマダーン明けの食事）に招待するなど対話の機会に

恵まれたが，具体的な進展は見られなかった。

そのようななか，２００６年後半，カルザイー大統領がパキスタンとアフガニスタ

ンの国境をまたいで暮らすパシュトゥーン民族の長老によるジルガ（部族長会議）

開催を提案し，問題解決の糸口を見出そうとした。しかし１２月にパキスタンのカ

スーリー外務大臣がカーブルを訪問するも，ジルガ開催の詳細をめぐって，両国

継続する国内テロとの戦い
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は合意に達することはできなかった。逆にカスーリー外相の帰国後，パキスタン

政府は，越境テロを防ぐための手段として，パキスタン＝アフガニスタン国境に

沿ってフェンス設置と地雷を埋設するという案を改めて発表した。カルザイー大

統領はフェンス設置案を「非現実的」と非難したが，その背景には，フェンス設置

が未だアフガニスタン側が国境として承認していない両国を分けるデュアランド

線（１８９３年設定）の固定化につながる危機感があると言えよう。 （小田）

２００７年の課題

パキスタンは２００７年に連邦政府下院議員選挙および州議会議員選挙（ただし

２００８年１月１５日までずれこむ可能性あり）と大統領選挙を控えている。２００３年第

１７次改正憲法は，下院議員選挙の日程を後ろにずらしたため，それに従えば大統

領選挙は現議員による選挙人団によってなされることになる。よって下院選挙の

結果にかかわらず，大統領が再選される可能性が高い。ただし，シナリオどおり

の大統領の再選，また事実上の軍事政権への批判は内外から強く，下院選挙では

与党 PML―Qは苦戦する可能性が高い。ムシャラフ大統領との妥協の可能性も含

め，ベーナズィール・ブットー元首相が率いる PPPの動向が注目されよう。

経済面では，２００６年８月から引き続く食料価格の上昇は，とりわけ貧困層に

とって深刻な問題となっている。SBPによる緊縮政策のみではなく，実体経済

における主要食料品の供給を改善しなければ根本的な解決とはならない。同じこ

とは，悪化する経常収支の改善にも当てはまり，単なる通貨の切り下げの効果は

期待が薄く，輸出振興策という根本的な解決が必要だろう。小手先の政策ではな

く，腰を据えた長期的な視点からの政策への転換が求められている。

印パ関係では，２００５年から中立的な技術者によって調停へ向けての調査が進め

られている，バグリハール・ダムに関する調停の最終報告書が提出される予定と

なっている。農業国パキスタンにとって，カシミールを源とする水利問題は，カ

シミール問題をより複雑にしており，調停によって平和的な解決に至ることがで

きるか，注目されよう。

（小田：地域研究センター専任調査役）

（牧野：地域研究センター）
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１月５日蜷訪パ中の麻生外相，ムシャラフ大

統領，アジーズ首相と会談。５５００万訐の震災

復興追加支援を発表。

７日蜷南北ワジーリスタン部族地域（WTA）

で武装勢力と治安部隊の交戦。辺境隊８人を

含む２４人死亡。

１３日蜷米軍によるバジャウル部族地域への

空爆で６人の子供を含む１８人死亡。

蜷バローチスタン州（BP）で武装勢力と治

安部隊の交戦。１１日以来，１８人死亡。

１５日蜷米軍のバジャウル部族地域空爆に抗

議して，全国規模のストライキ。

１６日蜷カラチ証券取引所（KSE）株価指数Ｋ

ＳＥ－１００が１００９３ポイントに。初の１万台。

１７日蜷大統領，TV演説。ダム問題等につ

き国民に理解求める。

蜷外務次官級の第３次印パ「複合的対話」交

渉開始（～１８日，ニューデリー）。

１８日蜷首相訪米（～２４日）。ラムズフェルド

米国防長官（２３日），ブッシュ米大統領と会談

（２４日）。

２０日蜷ラホールとインドのアムリトサル間

でバス運行開始。

２２日蜷大統領，ドバイ，ノルウェー，スイ

スへ出発（～２８日）。世界経済フォーラム年次

総会に出席（２５～２７日，ダボス）。

２月１日蜷アブドッラー・サウジアラビア国

王来訪（～２日）。

９日蜷北西辺境州（NWFP）ハングーで

アーシューラーの行進中に自爆テロ。４０人死亡。

１０日蜷経済調整委員会（ECC），砂糖価格

上昇に対処するための委員会を発足させる。

１１日蜷９日のテロに関し，ハングーのシー

ア派とスンニ派間で停戦協定が結ばれる。

蜷水利電力開発公社（WAPDA）がイスラー

ム債（スクーク）８０億ルピ
ー 分を初めて発行。

１２日蜷カレダ・ジア・バングラデシュ首相

が来訪（～１４日）。大統領，首相と会談。

１５日蜷BP ハブで中国人技師３人殺害。バ

ローチスタン解放軍（BLA）が犯行声明。

蜷預言者ムハンマド風刺画抗議デモ激化。

ペシャーワルで２人，ラホールで１人死亡。

蜷カルザイー・アフガニスタン大統領来訪

（～１７日）。大統領と会談。

蜷内閣，パキスタンの南アジア自由貿易協

定（SAFTA）批准を承認。

１６日蜷トルクメニスタン，アフガニスタン，

パキスタン（TAP）の３国はTAPパイプライ

ン・プロジェクトの覚書に調印。

１８日蜷コクラパルからインドのムナバオ間

のタル急行が運転開始。

１９日蜷大統領，中国訪問へ（～２４日）。胡錦

濤国家主席と会談（２０日）。

２７日蜷NWFPの養鶏所で国内初の鳥イン

フルエンザ感染が確認される。

３月１日蜷北WTAで軍と武装勢力が交戦。

外国人テロリストを含む４６人死亡。

２日蜷カラチの米国領事館前で自爆テロ。

米外交官を含む４人が死亡。

３日蜷ブッシュ米大統領来訪（～４日）。大

統領と会談（４日）。

４日蜷北WTA２カ所で軍と武装勢力が交

戦。計１００人以上死亡。

５日蜷首相，英国訪問（～７日）。ブレア首

相と会談（６日）。

６日蜷上院議員選挙。パキスタン・ムスリ

ム連盟（PML）が多数派を保つ。

１２日蜷新選出の上院議員５０人が宣誓。上院

議長にムハンマド・ミアン・スームロー再選。

蜷バサントでの凧揚げ違反，ラホール市内

のみで９００人逮捕。

蜷パキスタンテレコムのEtisalat 社への経

重要日誌 パキスタン ２００６年
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営権譲渡に署名（譲渡は４月１２日に完了）。

１５日蜷大統領，カーズィー・ファルーク退

役判事を選挙委員会委員長に任命。

１６日蜷ＥＵ，ベッドリネンへのアンチダン

ピング税を１３．１％から５．８％へ引き下げに合

意。

１８日蜷新空軍参謀長にタンヴィール・マフ

ムード・アーマドが任命される。

２３日蜷５億訐分の１０年ユーロ債と３億訐分

の３０年債を国際資本市場で販売開始。

２４日蜷ナンカナ・サヒーブ＝アムリトサル

間のバス運転開始。

２７日蜷印パは非関税障壁の撤廃に合意。

３１日蜷ラージャパクセ・スリランカ大統領，

来訪（～４月２日）。翌４月１日，大統領，首

相と会談。

蜷Pakistan Steel Mills（PSM）の競売が実

施される。サウジアラビアAl-Tuwairqi 社を

はじめとする合弁会社が株式の７５％と経営権

を２１６億８０００万ルピ
ー で落札。

４月４日蜷首相，国連会議出席のため訪米

（～６日）。その後，スペインを訪問（７～８日）。

５日蜷北WTAで武装勢力と準政府軍交

戦。６日までに４０人死亡。

蜷リチャード・バウチャー米国務次官補

（南・中央アジア担当），大統領と会談。

９日蜷政府，BLAをテロ組織と認定し，

活動禁止を通告。

１１日蜷カラチ市内の公園でムハンマド生誕

祭中に自爆テロ発生。少なくとも５７人死亡。

２０日蜷SAFTA実現のための初会合。印パ

を含む加盟国は関税５％以下への削減に合意。

２５日蜷首相，内閣改造。新閣僚を発表。

２６日蜷大統領，ディアメル・バシャ・ダム

の起工式を行う。

３０日蜷政府，イランとの２国間ガス・パイ

プライン事業で，ガス価格設定などに合意。

５月４日蜷第９回経済協力機構（ECO）首脳

会議出席のためアゼルバイジャンを訪問中の

首相，アフマディネジャード・イラン大統領

と会談。

１０日蜷パキスタン開発フォーラム（～１１日，

イスラマバード）開催。

１１日蜷首相，外遊に出発（～２１日）。インド

ネシア，ギリシャ，リビア，モロッコ，エジ

プトを訪問。インドネシアでは開発途上８カ

国（D８）首脳会議に出席。

１４日蜷ベーナズィール・ブットー・パキス

タン人民党（PPP）議長とナワーズ・シャリー

フ PMLナワーズ派（PML-N）党首，ロンドン

で民主憲章（Charter of Democracy）に署名。

２２日蜷ハリールッ・ラフマーンNWFP知

事が辞任，大統領はオーラクザイー退役中将

をNWFP新知事に任命（就任は２４日）。

２３日蜷印パ防衛事務次官級シアチェン氷河

に関する協議開始（～２４日，ニューデリー）。

２４日蜷最高裁，PSMの民間への売却を６

月１５日まで延期を命じる。

２６日蜷ペシャーワル＝ジャラーラーバード

間のバス運行が２７年ぶりに再開。

蜷連邦政府中央銀行（SBP），５０００ルピー 札の新

規発行と１０ルピー 札の新デザインを発表。市場に

は２７日より導入。

６月１日蜷世銀，パキスタンに対し，インフ

ラ向けなど４年間で総額６５億訐の融資を承認。

４日蜷財務省，２００５／０６年度経済白書を発

表。実質GDP成長率は６．６％。

５日蜷オマル・ハーン財務相（閣外），２００６

／０７年度予算案発表。予算規模は対前年度比

３６％増の１兆５０００億ルピ
ー 。開発予算は同５３％増

の４１５０億ルピ
ー ，国防費は同１２％増の２５０２億ルピ

ー 。

１０日蜷軍，北WTA内の武装勢力潜伏地

を空爆。３０人以上死亡。

１３日蜷大統領，上海に出発（～１６日）。上海

パキスタン
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協力機構（SCO）首脳会議出席（１５日）のため。

２０日蜷ラワラコートとインドのジャンムー

・カシミール州プーンチ間のバス運行開始。

２３日蜷最高裁，PSMの民営化を無効とす

る略式命令。政府に「共通の利益に関する委

員会」（CCI）の設置を指示。

２６日蜷ライス米国務長官来訪（～２７日）。大

統領，カスーリー外務大臣と会談（２７日）。

７月１日蜷SAFTA発効。

６日蜷６月２３日の最高裁の指示を受け，大

統領，CCI 委員８人を任命。

９日蜷軍，デーラー・ブグティ地区を攻撃。

武装勢力２３人死亡。

１０日蜷パキスタン航空のフォッカー機がム

ルターンで墜落。乗員乗客４５人死亡。

１４日蜷マンモハン・シン印首相，１１日のム

ンバイ列車同時爆破テロに関し，パキスタン

の関与を示唆。印政府，２１日からの外務次官

級協議延期を決定（１５日）。

蜷SBP，輸出金融レートを７．５％から６．５％

に引き下げ。

１７日蜷アフタル・ハーン商業相，２００６／０７

年度貿易政策を発表。輸出１８６億訐，輸入２８０

億訐を目標に。

２０日蜷大統領，国民向けTV演説。部族地

域でのタリバーン武装勢力の問題等について。

２７日蜷統一民族運動（MQM），中央，シン

ド州政府の大臣職辞職の届け提出。

２９日蜷SBP，ディスカウント・レートを

９％から９．５％に引き上げ。

８月２日蜷CCI，PSMの民間への売却承認。

３日蜷MQM，中央，シンド州政府の大臣

職辞職の届け撤回。

蜷首相，マレーシア訪問。イスラーム諸国

会議機構（OIC）会議出席のため。

８日蜷最高裁，６月２３日の PSM民営化に

対する無効命令につき，詳細な理由を述べた

判決文を発表。

９日蜷英国資本の Standard Chartered 社

が，United Bank Limited（UBL）の株式８１％

を買収。銀行セクターでは過去最大の取引。

１０日蜷英国で航空機爆破未遂事件発生。事

件に関連してパキスタン国内でパキスタン系

英国人を含む数人逮捕。

２１日蜷政府，フドゥード法（Hudood Ordi-

nance）改正法案（女性保護法案：Women

Protection Bill）を下院に提出。

２３日蜷国家経済会議執行委員会（ECNEC），

継続中８を含む３０の開発プロジェクトを承認。

総費用は１３００億ルピ
ー 。

２６日蜷治安部隊との戦闘によりブグティ族

指導者ナワーブ・アクバル・ブグティがデー

ラー・ブグティ地区付近で死亡。

２７日蜷ブグティの死に反発，BP，カラチ

市で暴動発生。３人死亡。その後も暴動は止

まず２９日には６人死亡。

２９日蜷下院，野党連合による首相不信任案

動議を否決。

３１日蜷首相，ノルウェー，英国，トルコ，

レバノン訪問へ（～３日）。

９月１日蜷ナワーブ・ブグティ殺害に関し，

カラチとBPで大規模なスト。

蜷新しい株価指数KSE-３０が導入される。

５日蜷政府と北WTAの部族長グループ，

和平協定に合意。

６日蜷大統領，アフガニスタン訪問。カル

ザイー大統領と会談。

蜷貧困層の自営業を支援する，１０００億ルピ
ー 規

模の Rozgar Scheme（雇用スキーム）を開始。

７日蜷ADB，３～５年の中期援助計画と

して，水利・電力分野に３０億訐の援助を承認。

１１日蜷大統領，外遊（ベルギー，キューバ，

米国，英国訪問。３０日まで）。

１６日蜷ハバナで開催中の第１４回非同盟諸国

２００６年 重要日誌
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首脳会議に出席中のムシャラフ大統領とシン

印首相が対談。印パ対話再開に合意。

２２日蜷大統領，ブッシュ米大統領と対談。

２５日蜷大統領回顧録“In the Line of

Fire”がパキスタンで発売開始。

２７日蜷大統領，ホワイトハウスの晩餐にて

カルザイー・アフガニスタン大統領と会談。

蜷ECC，１００MＷ電力のイランからの輸入

などを決定。

２８日蜷大統領，英国到着。ブレア首相と会

談。

３０日蜷政府，国民貯蓄スキームへの機関投

資を解禁。２００３年３月以来。

１０月５日蜷大統領官邸，国会を標的としたロ

ケットがイスラマバード市内で発見される。

８日蜷大統領，ムザッファラバードで行わ

れた大地震１周年集会で演説。

１３日蜷首相，BP支援策として，１９５億ルピ
ー

の開発計画および公共部門での３万２１２４人の

今年度雇用枠確保を発表。

２９日蜷チャールズ英国皇太子・カミラ夫人，

来訪（～３０日）。３０日，大統領，首相と面会。

３０日蜷軍，バジャウル地区チャンガイ村の

マドラサを過激派の訓練キャンプと判断し空

爆。８０人以上が死亡。

３１日蜷バジャウル部族地域では１万５０００人

規模の空爆抗議デモ。

１１月５日蜷第２回世界イスラーム経済フォー

ラム（WIFE）開催（～７日，イスラマバード）。

７日蜷首相，米・カナダ訪問（～１２日）。

８日蜷マラカンド保護区の軍訓練施設で自

爆テロ。４２人の兵士が死亡。

１０日蜷SBP，新デザインの１００ルピー ，５００ルピー 札

を発行。

１３日蜷NWFP議会，修正ハスバ法案可決。

１４日蜷７月のムンバイ列車テロ以降，中断

していた印パ間の外務次官級対話が再開され

る（～１５日，ニューデリー）。

１５日蜷下院議会，女性保護法案可決。

１８日蜷ブレア英首相，来訪（～１９日）。大統

領と会談（１９日）。

２１日蜷Nike 社，サッカーボール製造撤退

を決定。４０００人が失業するとの報道。

２３日蜷胡錦濤中国国家主席，来訪（～２６日）。

２４日，中パはFTA，カラコルム・ハイウェ

イ拡張計画支援を含む１８の合意と覚書に署名。

蜷上院議会，女性保護法案を可決。

２６日蜷女性保護法に反対する宗教勢力がカ

ラチで抗議デモ。８０００人が参加。

３０日蜷ECNEC，カーラーバーグ・ダムの

建設を含む３１の開発プロジェクト（うち２４は

新規），総費用８２６億ルピ
ー を承認。

１２月１日蜷大統領，女性保護法案に署名。

６日蜷パキスタン最大の国営エネルギー探

査会社，Oil&Gas Development Co.（OGDC）

社がロンドン証券取引所に上場される。

７日蜷カスーリー外務大臣，部族地域の問

題解決のためアフガニスタン訪問（～９日）。

蜷IMF，通貨１０％切り下げを示唆。SBP

は１０日，変動相場制であるとして否定。

１４日蜷印パ，両国の貨物船の入港・接岸を

認める議定書に署名。

１５日蜷最高裁，NWFP知事に１１月に州議会

で可決されたハスバ法案への署名拒否を指示。

１９日蜷Ｓ＆Ｐ，パキスタン通貨格付けを

“stable”から“positive”に。

２２日蜷カラチ，イスラマバードで女性保護

法に反対するストライキ発生。

蜷グワーダル港の経営権を Port of

Singapore 社に与えることが決定される。

２６日蜷政府，アフガニスタン側への越境テ

ロ流入を防ぐため，国境にフェンスと地雷の

設置を発表。

２７日蜷ECC，５０万覈の小麦の輸出を許可。

パキスタン
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２ 政府等主要人物（２００６年１２月末現在）
１．大統領 Pervez Musharraf

（陸軍参謀長兼務）

２．国家安全保障会議（NSC）

議長 （Gen）Pervez Musharraf 大統領・陸

軍参謀長

秘書官 Tariq Aziz

委 員 Shaukat Aziz（PML―Q）１）首相

委 員 Muhammad Mian Soomro（PML―

Q）上院議長

委 員 Maulana Fazal-ur-Rahman（MMA）２）

下院野党首席

委 員 Ch. Amir Hussain（PML―Q）下院

議長

委 員 Ch. Pervaiz Ellahi（PML―Q）パン

参考資料 パキスタン ２００６年

１ 国家機構図（２００６年１２月末現在）
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ジャーブ州首相

委 員 Dr. Arbab Ghulam Rahim（NA）３）

シンド州首相

委 員 Akram Khan Durrani（MMA）北西

辺境州首相

委 員 Jam Muhammad Yousaf（PML―Q）

バローチスタン州首相

委 員 （Gen）Ehsan ul Haq 統合参謀本部

議長

委 員 （Gen）Ahsan Saleem Hayat 陸軍参

謀次長

委 員 （Adm）Muhammad Afzal Tahir 海

軍参謀長

委 員 （Mar）Tanvir Mahmud Ahmed 空

軍参謀長

３．連邦政府閣内大臣

首相（財務大臣兼務）Shaukat Aziz（PML―Q）

（上席大臣）国防

Rao Sikandar Iqbal（PPPP―P）４）

情報・放送

Muhammad Ali Durrani（PML―Q）

商業 Humayun Akhtar Khan（PML―Q）

文化

Dr. Syed Ghazi Ghulb Jamal（FATA無党派）５）

スポーツ Mian Shamim Haider（PML―Q）

女性開発・青少年問題

Ms. Sumaira Malik（NA）

教育（退役中将）Javed Ashraf Qazi（PML―Q）

産業・生産 Jehangir Khan Tareen（PML―Q）

労務・人的資源・在外パキスタン人

Ghulam Sarwar Khan（PML―Q）

外務 Mian Khursheed Mehmood Kasuri

（PML―Q）

保健 Muhammad Nasir Khan（PML―Q）

内務 Aftab Ahmed Khan Sherpao（PPP―S）６）

石油・天然資源 Amanullah Khan Jadoon

（PML―Q）

食料・農業・組合・畜産

Sikandar Hayat Khan Bosan（PML―Q）

水利・電力 Liaqat Ali Jatoi（PML―Q）

情報技術・電気通信

Awais Ahmed Khan Leghari（NA）

鉄道 Sheikh Rashid Ahmad（PML―Q）

宗教問題・ザッカート・ウシュル

Muhammad Ijaz ul Haq（PML―Z）７）

民営化・投資 Zahid Hamid（PML―Q）

住宅・公共事業 Syed Safwanullah（MQM）８）

通信 Muhammad Shamim Siddiqui（MQM）

地方自治体・農村開発

（退役判事）Abdul Razzaq Thahim

（PML―F）９）

カシミール問題・北方地域

（退役少佐）Tahir Iqbal（PML―Q）

社会福祉・特殊教育 Zobaida Jalal（PML―Q）

科学技術 Chaudhry Nouraiz Shakoor Khan

（PPPP―P）

辺境地域 Sardar Yar Muhammad Rind

（NA）

麻薬統制 Ghaus Bakhsh Khan Mahar

（PML―Q）

港湾・海運 Babar Khan Ghauri（MQM）

観光 Mrs. Nilofar Bakhtiar（PML―Q）

軍需産業 （退役少佐）Habibullah Warraich

（PML―Q）

繊維 Mushtaq Ali Cheema（PML―Q）

人口福祉 Choudhry Shahbaz Hussain

（PML―Q）

議会問題 Dr. Sher Afgan Khan Niazi

（PPPP―P）

法務・人権 Muhammad Wasi Zafar

（PML―Q）

環境 Makhdoom Faisal Saleh Hayat

（PPPP―P）

州間調整 Salim Saifullah Khan（PML―Q）

パキスタン

５７９



政治問題 Amir Muqam（PML―Q）

４．首相顧問

外務・法務・人権担当（上席連邦大臣扱い）

Syed Sharifuddin Pirzada

財務（連邦大臣扱い） Dr. Salman Shah

５．４州知事１０）

パンジャーブ州 （退役中将）Khalid Maqbool

シンド州 Dr. Ishrat-ul-Ibad

北西辺境州

（退役中将）Ali Muhammad Jan Aurakzai

バローチスタン州 Awais Ahmed Ghani

６．国軍要人１１）

３軍統合情報局（ISI）長官

（陸軍中将）Ashfaq Pervez Kiyani

７．最高裁判所

長官 Iftikhar Muhammad Chaudhry１２）

８．検察

検事総長 Barrister Makhdoom Ali Khan

９．中央銀行

総裁 Dr. Shamshad Akhtar

（注） １）PML―Q（Pakistan Muslim League
Quaid-e-Azam）：パキスタン・ムスリム

連盟カーイデ・アーザム派
２）MMA（Muttahida Majlis-e-Amal）：
統一行動評議会（宗教政党６派の連合
党）
３）NA（National Alliance）：国民連合
（親ムシャラフ派中小政党の連合）
４）PPPP―P（Pakistan People’s Party
Parliamentarian Patriots）：パキスタン
人民党議員団愛国派
５）FATA無党派（連邦政府直轄部族地
域への割当議席）
６）PPP―S（Pakistan People’s Party
Sherpao）：パキスタン人民党シェール
パーオ派
７）PML―Z（Pakistan Muslim League
Zia-ul-Haq）：パキスタン・ムスリム連
盟ズィヤーウル・ハク派
８）MQM（Muttahida Qaumi Movement）
: 統一民族運動
９）PML―F（Pakistan Muslim League
Functional）：パキスタン・ムスリム連
盟機能派
１０）州首相については前出国家安全保障
会議の委員を参照。
１１）３軍の各参謀長については前出国家
安全保障会議の委員を参照。
１２）２００７年３月８日，ムシャラフ大統領，
長官の停職処分を発表。

２００６年 参考資料
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１ 基礎統計１）

２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６２）

人 口（１００万人）
労 働 力 人 口（同上）

消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（１ドル＝ルピー）

１４５．９６
４３．２１
３．５４
８．２７
６１．４３

１４９．０３
４４．１２
３．１０
８．２７
５８．５０

１５０．４７
４５．７６
４．５７
７．６９
５７．５７

１５３．９６
４６．８２
９．２７
７．６９
５９．３６

１５６．７７
４７．６７
７．９２
７．６９
５９．８６

（注） １）会計年度は７月１日～６月３０日。以下，同。人口，労働力人口は毎年６月３０日現在の数値，
その他は各年度平均値。２）暫定値。

（出所） Government of Pakistan, Finance Division, Economic Survey 2005/06 ; State Bank of
Pakistan, Statistical Bulletin January 2007.

２ 支出別国民総生産（名目価格） （単位：１００万ルピー）

２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５１） ２００５／０６２）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 固 定 資 本 形 成
在 庫 増 減
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産（GDP）

３，６６７，３５１
３８８，４４６

３，２７８，９０５
６８０，３７３
５８，０００
６７７，８５５
６８１，８８０

４，４０１，６９９

３，９７６，８４６
４２８，６８９
３，５４８，１５７
７３６，４３３
８０，６２９
８１５，１５８
７８６，２２４

４，８２２，８４２

４，６４７，１７９
４６２，４６２

４，１８４，７１７
８４４，８４７
９０，２４９
８８３，７０４
８２５，３９９

５，６４０，５８０

５，６４０，９１５
５０９，８６４

５，１３１，０５１
１，０８６，６８４
１０５，２９８

１，０１９，７７１
１，２７１，５６５
６，５８１，１０３

６，８５８，４８３
５８２，８３２

６，２７５，６５１
１，４２０，５９５
１２３，４０９

１，１９５，７７０
１，８８５，１９３
７，７１３，０６４

（注） １）修正値。２）暫定値。
（出所） Government of Pakistan, Finance Division, Economic Survey 2005/06.

３ 産業別国内総生産（要素費用表示 １９９９／００年度価格） （単位：１００万ルピー）

２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５１） ２００５／０６２）

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業 ９０４，４３３ ９４３，２２３ ９６４，８２７ １，０２９，８４５ １，０５５，２４０
鉱 業 ・ 採 石 ９０，４３１ ９６，４１８ １１１，４７３ １２２，１７８ １２６，８１３
製 造 業 ５９６，８４１ ６３８，０４４ ７２７，４３９ ８１８，８０９ ８８９，０３６
建 設 業 ８９，２４１ ９２，７８９ ８２，８１８ ９８，１９０ １０７，２１９
電 気 ・ ガ ス １１２，０２６ ９８，９３２ １５５，０７８ １６０，４８７ １４６，９８７
運 輸 ・ 通 信 ４２７，２９６ ４４５，５５２ ４６１，２７６ ４７７，７０１ ５１２，１９８
卸 売 ・ 小 売 ６６７，６１５ ７０７，１４５ ７６６，６９３ ８５１，７４４ ９３６，０９１
金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産 ２５０，３６５ ２５２，５４７ ２６８，５３２ ３１５，１１４ ３６１，９３３
行 政 ・ 国 防 ２４０，５８５ ２５９，１４８ ２６７，３２１ ２６８，８２６ ２８１，４９６
サ ー ビ ス ３６６，２８５ ３８８，５０９ ４１０，１２５ ４３４，１６７ ４６２，４８３
国 内 総 生 産（GDP）３，７４５，１１８ ３，９２２，３０７ ４，２１５，５８２ ４，５７７，０６１ ４，８７９，４９６
G D P 成 長 率（％） ３．１１ ４．７３ ７．４８ ８．５７ ６．６１
海 外 純 要 素 所 得 ２２，５９４ １２７，０５０ ９０，７２１ ８８，７６６ ８５，５７２
国 民 総 生 産 （GNP）３，７６７，７１２ ４，０４９，３５７ ４，３０６，３０３ ４，６６５，８２７ ４，９６５，０６８

（注） １）修正値。２）暫定値。
（出所） 表２に同じ。

主要統計 パキスタン ２００６年
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４ 国・地域別貿易 （単位：１００万ルピー）

２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６２）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
O E C D 諸 国
ア メ リ カ
日 本
そ の 他

３６２，６７５
１５３，０６１
８，３１２
２０１，３０２

２３９，３１５
４２，９８５
４７，０１２
１４９，３１８

４０７，６９６
１６９，５１２
７，７５９

２３０，４２５

３１１，５４５
７６，５１３
５３，９１３
１８１，１１９

４７１，４５６
２０４，４２６
９，７５８

２５７，２７２

４２４，４０８
９２，８１４
８６，０４６
２４５，５４８

５１９，４４９
２５０，９９０
７，６６８

２６０，７９１

５６４，５９８
９９，２２０
１１０，１７５
３５５，２０３

イスラーム諸国会議
機 構（OIC）諸 国

１４５，４６２２５１，４５９１４６，７７０３０２，５６７１８７，０４５３５７，１３９２３８，６０３５５１，３４７

南アジア地域協力連
合（SAARC）諸 国

１５，６５５ １３，５７３ ２２，６８９ ２７，８３３ ３９，２８８ ３９，１３９ ４４，２９６ ４７，６９２

A S E A N 諸 国 １８，９１７ ８７，１５３ １９，１４４ ９９，６５９ １７，９３６１２２，３０８ １５，９８１１６０，８４９
そ の 他１０９，５８５１２２，８７２１１２，７３７１５６，２２１１３８，３６２２８０，０８５１６６，５１２３８６，６７３
合 計１）６５２，２９４７１４，３７２７０９，０３６８９７，８２５８５４，０８８１，２２３，０７９９８４，８４１１，７１１，１５８

（注） １）再輸出／輸入を除く。２）暫定値。
（出所） 表１に同じ。

５ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６
貿 易 収 支
輸 出（F.O.B）
輸 入（F.O.B）

貿 易 外 収 支
移 転 収 支

―２９４
９，１４０
９，４３４
―２，６１７
５，７４４

―３５９
１０，９７４
１１，３３３
―２，２１３
６，６４２

―１，２７９
１２，４５９
１３，７３８
―３，５２３
６，６１３

―４，５１４
１４，４８２
１８，９９６
―５，６７９
８，６５９

―８，４４２
１６，５０６
２４，９４８
―７，０７３
１０，５１６

経 常 収 支 ２，８３３ ４，０７０ １，８１１ ―１，５３４ ―４，９９９
資 本 収 支 ―１，１０７ ７１３ ―１，６７９ ９８６ ５，９４５
直 接 投 資
証 券 投 資
そ の 他

４８３
―４９１

―１，０９９

７７１
―２３９
１８１

９０６
３１４

―２，８９９

１，４５９
６２０

―１，０９３

３，４５１
９８５
１，５０９

外 貨 準 備 増 減（―増） ―２，７９２ ―５，９２６ ―２９９ ６１０ ―１，１３５
誤 差 脱 漏 ９２８ ５２３ ２２２ ―７ ２４４

（出所） State Bank of Pakistan, Statistical Bulletin , 各号.

６ 国家財政 （単位：１００万ルピー）

２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６１）

連邦政府・全４州総財源
連邦政府・全４州総支出
連邦政府・全４州財政赤字総計
赤 字 補 填 手 段
海 外 借 入
国 内 非 銀 行 借 入
国 内 銀 行 借 入
民 営 化

６２４，１００
８２６，２５０
１９０，４５０

８３，１００
８５，０００
１４，０００
８，３５０

７２０，８００
８９８，２００
１８０，６００

１１３，０００
１１９，５００
―５５，６００
３，７００

８０５，８２７
９４０，３５９
１３４，５３２

―４，４７５
６４，０９７
６３，６９８
１１，２１２

９００，０３８
１，１１７，０４２
２１７，００４

１２０，４３２
８，０５６
６０，１８９
２８，３２７

１，０９５，６００
１，４２３，０００
３２７，４００

１１８，３００
２２，４００
９６，７００
９０，０００

（注）１）暫定値。
（出所）表２に同じ。

２００６年 主要統計
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